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燃 えた1983年 世 界 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン年 特 集

● 特 集 ・〈ア ジ ア ・フ ォ ー ラ ム 〉・〈COMCON>

● ご柔竺巨・静止衛星が拓く新しい世界

● 視 点・評価高い日本の積極性

● 藷 外$y・ 米 国CATV界 寸 描 ・
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コンピュータとコミュニケーションの融合 《C&C》 にもとづき、最新のアーキテクチャを駆使 し、

数 々の先進技術を採 用して時代 の多様 なニーズに応 えています6

NECがilt:界 に誇 る通イ,1技術や 電f－デバ

イス技 術に、最 新 のアー キテクチャを駆使

した μ堺 最 高速 の スー パー コンピュー タ

《SX-2》 。ここで実 証 した 先進 技術 の もと、

多彩 な機 能 と柔軟 性 の あるソフトウェアを

備 えたNECコ ンピュー タは、それ ぞれ優 れ

た性 能 が 高く評 価 され、さまざまな分野 で

今 日も策要な働 きをしています。

○世 界 最 高速 の スーパ ーコンビ← タ

SX-1、SX-2

0最 先端 技 術を駆使 した汎 用 コンピュータ

ACOSシ ステム250/4iO/350/450/550/

650/750/850/950/1000(中 ・小型～超大型)

●多彩 な複 合機 能のOAオ フィスコン白 一夕

NECシ ステム20/18、50/ス ー パ ー8、

50/38、100/48、IOO/45、100/85、

150/55、150/75

●先 進 の16ビ ットパ ー ソナル コンピュータ

N5200モ デル05、PC・9801F、PC-9801E、

PC-100、PC・9800シ リーズ

●洗 練 の8ビ ットパ ー ソナ ル コン ビ=・一夕

PC・2000/6001mklI/8001mkll/

8200/8801mklI/8800シ リー ズ

●分 散 処 理 専 用 コン ビ士 タの エ ー ス

N4700分 散 処 理 システム

●32ビ ットの ス ーパ ー ミニ コンピュータ

NECMSI20/140/190

●低 価 格 の 高 性 能 ミニコン

NECMS8モ デル5

●OA複 合機 能 の オフィスターミナル

N6300モ デル55

●OAの 先端 で 活 躍するターミナル

インテ リジェントター ミナル

デ一夕エントリター ミナル

業 種 別専 用 ター ミナル

業 務 別専 用 ター ミナル

●世 界初 、音 声 日本 語 ワードプ ロセッサ

文 豪VWP-103Nモ デル2

●OAの 日用 品、日本 語 ワードプロセッサ

文 豪NWP-8N/13Nモ デル2/20N

●OAシ ステムを包含 した

分散 処 理ネットワーク体 系 《DlNA》

C&0光 ネットワー クシステム

C&Gネ ットワーク構 成 機 器

C&Cネ ットワークソフトウェア

2VECコ ンピュータ
日本電気株式会社
お問 合 せ は:情 報 処理 ・宣 伝

TEL(03)454-11H(大 代 表)



JSDは 幅広い=一 ズにお応えします。
〈営 業 内容 〉

● コ ンサ ル テ ー シ ョン ● シ ス テ ム 開 発

● 調 査 研 究 ● ソ フ トウ ェア ・パ ッケ ー ジ販 売

JSDは ソ フ トウ エア の メ イ ンテ ナ ン ス の 対 話 型 支 援 環

境 に挑 戦 して い ます 一ソ フ トウ ェア保 守技術 開発計画 －

JSDは 中 小 企 業 向 け 小 規 模 シ ス テ ム 生 成 の た め の 開 発

支 援 シ ス テ ム を 開 発 して い ます 。
一 中小企 業向 け電 子計算機 利用技 術開発 計画 －

JSDは ソ フ トウ エア の 先 端 技 術 の 研 究 開 発 に も 努 力 し

て い ます
一ソ フ トウ ェア ・エ ンジ ニア リングに関す る調 査研 究 －

JSDは ソ フ トウ エア ・プ ロ フ エ ツシ ヨナ ル の た め の 種

々 の 開 発 支 援 シ ス テ ム を 作 り上 げ ま した
一 ソフ トウ ェア生産 技術開 発計画 －

JSDは 画 像 処 理 サ ブル ー チ ン ・パ ッケ ー ジ(SPlDER)

を 広 く一 般 へ 普 及 して い ます 一スパ イダ一 一 、

」5D篇㌫鱒舗 藁



情報化社会を生きる
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〔本 誌 の 仕 様 〕

◆A4変 型 判,通 常 号36ペ ー ジ

◆毎 週 月曜 日発行

◆購 読 料1年 購 読(52冊)15,000円

半 年 購 読(26冊)8,000円

●豊 富 な 話 題

「競合の場に立ったATTとIB

M」,「汎用超 大型機の科学計算

能力を測 るIBM3081Kと

国産機の比較」,「オフコンにも

新世代 ソフト」,「急 ピッチで進む

パソコン利用」,「シンコムの新

世代 システム・ソフトウェア"TI

S"は87年 までに在来DBMSを

陳腐化」,「書類 ・図面 などの保

毎週,最 新情報をお手元まで
海 外18カ 国,48誌 と の ニ ュ ー ス ・ネ ッ ト ワ ー ク
一一■ 一一一 一一 一■一 ーー 一●一 一一 一■一 ー一一 一一 ●一一 ■ 一●■ ■一● 一●一 聯ロ ー

パ ペ三
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〆1

〆

管 用 フ ァイル と して光 デ ィスク装 置,脚 光 を浴 び る」,「パ ソコ ンが

オフ ィス に入 って きた」,「簡 易 言語 を強化 した 国産勢 のIBM5550対

抗 機 」,「人 気 高 まるパ ソコ ンの デ ー タベ ー ス 」,「日本IBMが 筑波

大学 とCAI共 同 開 発へ 」,「丸紅,米 社 の 情報 通 信 システムの輸 入販

売 開 始」 な ど,.毎 週 待 ち遠 しくな る記事 でい っぱ いです。

● お 勧 め し ま す

コンピューターに関す るホットな情報

を必要 としている方々に本誌をお勧め

いた します。エ ンジニアの方はもとよ

り,シ ステム購入担当者,ト ップマネ

ジメン トまでを対象 とする100万 人の

方々のためのコンピューターマガジン

が週刊コンピューターワール ドです。

コンピューターサイ トで直接仕事に従事 され

ておられる方々だけで なく広 く企業の調査,

企画に携わってお られる方々に も気楽に読ん

でいただけるよう誌面構成にも工夫 をこらし

ている週刊コンピューターワール ド。 まず,

見本誌にてお確かめ ください。下記見本誌請

求券 をお送 りいただければ,お 手元まで見本

誌 をお送 りいた します。お早 くどうぞ。

株式会社コン ピュー ター ワール ド・ジ ャパ ン

〒104東 京 都 中 央 区新 富1-7-4阪 和 ビル 別 館03(551)3882

「蘇ic
`請 求券

|̀
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世 界 コ ミュニケ ー シ ョン年

をふ りか え って

郵政事務次官

守 住 有 信

第36回 国連総会の決議に より,本 年1月 に幕を

開けてか ら,世 界 コミュニケーション年も残す と

ころあとわずかとなった。

世界コミュニケーション年が国連で決議された

背景として,近 年,コ ミュニケーション分野にお

ける先進国と開発途上国との格差の解消がますま

す大きな課題となってきたこと等が指摘 されてい

る。

すなわち,1960年 代以降,途 上国の経 済 的 自

立,先 進国との経済格差是正の取組みが行われて

きたが,70年 代から,こ れとともに情報,通 信の

格差がもたらす歪みが,新 たな南北問題としてク

ローズアップされてきた。例えば,国 際的なニュ

ースの大半が先進国の通信社に よって供給されて

お り,ま た,先 端技術や金融,経 済の情報も一部

先進国に集中している等,情 報の流れが先進国か

ら途上国へと一方的なものになっているとの主張

がなされてきた。このような情報流通のアンバラ

ンスの主要な原因としては,通 信インフラス トラ

クチャーの南北格差があげられている。

また,先 進国間においても、コンピュータ利用

の進展に伴い,戦 略産業育成,プ ライバシー保護

対策,安 全保障 といった観点から,国 境を越える

データ流通に対する規制の問題が大きくとりあげ

られるようになった。さらに,国 内的にみても,

情報化の進展に伴い,社 会の脆弱性,コ ンピュー

タ犯罪㌶情報の氾濫等のコミュニケーションに関

わる諸問題が生 じている。

このようにコミュエケーシ ョン問題の重 要{生

は,先 進国,途 上国を問わず高まってきてお り,

ζれらが世界コミュニケーション年設定の背景と

考えられる。

◇ ◇ ◇

このような背景をふまえ,世 界 レベルでは国際

電気通信連合(ITU)が 主導機関 となって世界

コ.ミュニケーシaン 年を推進 してきたが,国 内的

にも,政 府に推譲本部を設け,民 間主体の国内委



員会 との連携のもとに,諸 事業を行ってきた。

若い世代に新 しい通信メデ ィアを理解 してもら

うための 「コミ=ニ ケーション・フェア'83」 や

「論文 ・作文コンクール」等啓発的な事業も活発

に催されたが,こ こでは,世 界コミュニケーショ

ン年の 目的の1つ である 「コミュニケーションの

発展に関する政策の深い考察及び分析を行 うため

の機会とする」とい う趣 旨に基づいて行われた二

つの事業をとりあげる。

その1つ は,8月 に東京で開催された 「放送 ・

情報処理に関するアジア ・フォーラム」である。

この会議では,ア ジア地域における情報の生産や

交流を促進するために各国の政策担当者,専 門家

を招いて,こ の分野の諸課題 と発展の施策につい

て討議を行った。

国際情報流通の不均衡を改善するためには,従

来からの新聞や書籍 といった プリントメディアば

か りでなく,放 送のような電波メディアや コンピ

ュータの分野など,技 術革新の成果をいかに活用

していくかが大 きな 課 題 となっている。 とりわ

け,高 い成長ポテンシャルを有 しながら,民 族,

宗教,言 語等の多様さのため地域内の相互理解,

相互交流が十分でなく,低 開発地域とされてきた

多 くのアジアの国々に とっては,放 送,情 報処理層

の分野でお互いの技術を十分に活用 し,緊 密に協

力 していくことが重要である。

アジア ・フォーラムにおいては,こ のような共

通認識のうえに,今 後各国が取 り組むべき事項 と

して,放 送分野においては,ニ ュース交換や番組

共同制作など放送による相互理解の促進などが,

また,情 報処理分野においては,情 報処理教育の

充実,情 報資源の相互利用の促進などが提言され

た。

◇ ◇ ◇

9月 置は,世 界各国の政府,産 業界,学 界,マ

スコミ.国 際機関の代表等を招いて,「 世界 コミ

ュニケーション会議 ・東京」が開催 された。

3

この会議においては,現 代のコミュニケーショ

ンをめ ぐる諸問題について,文 化の側面,テ クノ

ロジーと社会の関係,国 際的見地,あ るいは,今

後の政策のあ り方とい う面からとさまざまな側面

から深い考察が行われた。

とりわけ,こ の会議の成果として参加者の支持

を得た東京宣言は,我 が国がコミュミケーション

分野において果たすべき役割について重要な示唆

を与えている。

宣言は,第1に,科 学技術の成果を人類の福祉に

役立てるとい う見地から,情 報化の進展による社

会変革に対応 した社会目標の確立を求めている。

第2に,国 際協力の拡充,強 化のために我が国

の経験と能力を一層発揮し,と りわけ,開 発途上

国の通信インフラス トラクチャー発展のための経

済協力を強化すぺきことをあげている。

第3に,国 際的に利用価値の高いデータベース

の構築に努めるとともに,ネ ットワークの整備等

デrタ の円滑な流通に寄与 し,海 外への情報提供
ア

'を積極的に行 うぺきこど そして
,第4に,ア ジ

アとの連帯を強化 し,国 際 コミュニケーションの

充実を図ることを提言 している。

この会議の成果を踏まえ,国 内委員会から 「コ

ミュニケーション発展の長期行動計画」について

提言されることとなって駆るが,今 後の政府及び

民間の行動指針となる提言が行われることを期待

するものである。

アジア太平洋電気通信東京会合の開催や,中 央

記念式典を挙行し,国 内での世界 コミュニケーシ

ョン年の主要行事はほぼ完了したこととなる。多

くの関係者の努力により,コ ミュニケーシロン発

展へ向けての政府や民間の取組みは大きく前進し
も

つつあるが,今 後解決すべき課題も数多く指摘さ

れている。我々は世界 コミュニケーション年の一

つのステップとして,今 後さらにコミュニケーシ

ョンの発展を国民の幸福に役立てていくための努

力を続けていかなければならないだろう。
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⑧ ⑧

燃 え た1983年

世 界 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン年

ア ジア ・フ ォー ラム

(9月1日 ～9月5日)

世 界 コミュ ニケ ー シ ョン会 議

(9月12日 ～9月14日)

世界 コ ミュニケ ー シ ョン年 中央 記念 式典

(10月17日)



アジアに咲いた議論の花

ア ジ ア ・フ ォ ー ラ ム

(9月1日 ～5日 ・東 京 ・京 王 プ ラザ ホ テ ル)

《コ ン ピ ュー タ利 用 の 現状 》

討論を実 りある内容に してい くためには,ア ジ

ア各国のコンピュータリゼーションの現状を正し

く理解しておくことが不可欠の前提条件となる。

く情 報処理"を テーマにした分科会が ,最 初に,

カントリー ・レポートを中心にした各国のコンピ

ュータリゼーションの現状と展望のプレゼンテー

ションを行った理由もそこにある。

,カントリー ・レポートは,ア ジア地域における

情報化格差を強 く印象づけた。 日本お よびオース

トラリアを除いたアジア各国は,文 字 どお り情報

化の く発 展途上国"と 表現するのがふさわ しい現

状である。 とくに,情 報処理の視点から見ると,

問題点あるいは課題の理解に比べて,現 状の遅れ

が とくに目立った。以下,各 国のレポー トを概観

してみ よう。

◇一 ◇一 ◇

カントリーレポー トが語る実情

◇一 ◇一 ◇

オース トラリアは,コ ンピュータ使用 ・応用の

先進国であると自負 している。この20年 間で,公

共部門,民間部門とも,大幅な拡大を見せてきた。

5

現在,連 邦政府はもとより,各 州政府のレベル

まで大型 コンピュータの導入が進んでお り,そ の

活用分野も課税,福 祉,教 育,科 学などの広い分

野に及んでいる。そして,そ れぞれのコンピュー

タシステムは,オ ース トラリア全土を結ぶネ ット

ワークを形成 している。

民間部門でも,輸 送,銀 行,金 融,保 険などの

分野で全国規模のシステムが導入されている。最

近では,小 売業の分野などにも,広 域な端末網を

持 った大規模データベースシステムの利用が拡大

しつつある。ただ,シ ステムのレベルについてい

えば,オ ンライン・リアルタイムシステムが よう

やく銀行などに導入されつつある段階で,小 売業

のデータベースシステムもPOS中 心である。

コンピュータの設置台数で見ると,金 額ペース

で40億 ドル とい う。今後5年 間で年率25%,200

億 ドル台の予測を持 っている。設置台数は,ミ ニ

コン,オ フコンを含めて約3万 台となっている。

ハー ドウェアについては,基 本的に輸入に頼っ

ているのが現状であ り,こ の点が今後の大きな課

題でもある。t－ ス トラリアは,世 界4番 目のデ

ジタル コンピュータの設計 ・製造国とい う歴史を

持っているが,約20社 といわれるハードウェア ・

メーカーは,主 に ミニコン,パ ソコンを製造 して

いる。それ も,多 くは特殊なハー ドウェアが主力

とい う特殊基盤の上に成 り立 っている。 これは,

将来のコンピュータ リゼーションの展開にとって

非常に困難な技術的課題になると予想される。

ソフトウェア産業の基盤も,未 整備の分野が多

い印象を受けた。900社 といわれるソフ トウェア

関連企業の90%近 くが,従 業員20名 以下の小企業

で,し かも,コ ンピュータ産業の雇用の約3分 の

1を 占めている。1つ には,税 法上に原因があっ

、
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たとい う。つい最近まで,オ ース トラリアの税法

は,大 規模公団,第 一次産業および資源産業を優

遇 していた。この結果,ベ ンチャー ・キャピタル

が不足 し,コ ンピュータ産業の発展が遅れた要因

となっていた。

◇一 ◇一 ◇

意欲みなぎる発展途上国

◇一 ◇一 ◇

オース トラリアを除くアジア各国のコンピュー

タリゼーションは,深 い関心 ・注目と大きな拍手

の中で,い まスター トを切ったとい う表現がピッ

タリしそうだ。ある程度のコンピュータの導入が

進んでいるのは確かだが,す べての面で,こ れか

らとい うものが多い。 とはいえ,そ の積極的な取

り組み と熱気は,十 分に伝わ ・)てくる。

例えば,1958年 から科学アカデミー研究所で コ

ンピュータの開発をスタートさせた中国は,1985

年 までに,年 間1,000台 の大型,中 型,小 型 コン

ビ・・一・タと1万 台のマイクロコンピュ・一夕を生産

する目標だとい う。設置台数では,1981年 現在で

大型,中 型,小 型が3,500台 以上,vイ コンが1万

台となっているが 「1990年までに,1980年 代初期

の先進諸国と同じレベルに到達することが目標」

とい う段階にあるのが実情なのだが,国 家的プロ

ジェク トとして力をそそぐ姿は,新 しい波を感じ

させるのに十分なものがある。

1971年,政 府内にtt電子省"を 設置 したインド

の場合も,国 が先頭に立ってコンピュ一夕リゼー

シ日ンを推進 している。政府資金による開発プロ

ジェクトによって,応 用分野でのアプリケーショ

ンの拡大が図られている。そ してハー ドウェア,

ソフ トウェアともに,独 自技術力の確立が大きな

目標に据えられている。このことは,と りもなお

さず,現 在の技術力が海外先進国の技術によって

支えられていることを物語っているといえよう。

イン ドネシアでは,デ ータベース志向のシステ

ムやネッドワーク,マ イクロコンピュータ利用に

ようや く関心を見せはじめている。現在は,バ ヅ

ジ志向の日常利用型が多い。そ うした土壌の上に

「戦略的政策決定と計画立案を補助することので

きるデータベース志向のシステム」の利用に向か

う姿は,ひ と昔も前の日本の姿に似ていな くもな

いo

◇一 ◇一 ◇

ソフ トの輸出国目指す韓国

◇一 ◇一 ◇

より具体的に情報産業の育成に意欲をのぞかせ

ているのがお隣 りの韓国である。現在の韓国は,

コンピュータ設置台数700台 強 と,同 程度のGN

Pを 持つ発展途上国に比べていささか寂 しい状態

にある。 しか し,今 後,技 術先進国との技術的ギ

ャップを埋め,技 術競争力をつけるためには,情

報産業を支援 し,奨 励することが急務とい う認識

のもとに,本 格的な取 り組みをみせている。即ち

1982年 から1986年 置至る第二次5ヵ 年社会 ・経済

開発計画の最優先プロジェク5の1つ に情報産業

の開発を掲げているのがその現れである。

こうした国の意志を反映 して,民 間企業にも,

新 しいコンピュータ ・ウエーブが高まっている。

韓国は,わ が国のように,電 気通信法によって,

データ通信の目的のために公衆回線網の利用が禁

止されている。 こうしたことから民間では,年 々

高まる需要に応えるために,デ ータ通信を1つ の

主要な目的にした新 しい会社が設立されでいる。

しかし,最 近になって,デ ータ通信とファクシ ミ

リ利用のたあに回線開放が行われたことから,少



数ではあるが,全 国的ネットワークも計画される

段階にさしかかっている。

もともと韓国では,コ ンピュータの個人使用と

い う習慣がない。このため,コ ンピュータは主と

して研究室の道具 と考えられ,そ のニーズに合わ

ないマイクロコンピュータは冷遇されてきた。と

ころが,1980年 頃からマイクロコンピュータ市場

が徐々に確立されるようにな り,政 府も今年,高

等学校及び職業訓練学校用に国産コンピュータを

5,000台 購入するなど,需 要促進策を実施 してい

る。産業筋によると,今 年の韓国内のパ ソコン需

要は,約10万 台 といわれている。

ソフ トウェアについても韓国は輸出国を 目指 し

ている。1970年 代の初めからソフ トウェア産業の

促進政策を打ちだした。この計画は,諸 種の理由

で失敗 したが,今 日では,ソ フ トウェア産業を囲

む環境は,大 きな変化を示 している。 コンピュー

タの国内生産 という国家的努力は,ソ フ トウェア

システムの開発を要求 している。また,政 府行政

情報システム(AIS)と アジア大会,オ リンピ

ック大会のためのソフトウェア開発が,ソ フ トウ

ェア産業の好環境を生みだしている。

ただ,そ の意欲と努力にもかかわらず,そ の実

態は,先 きにもふれたようにいまスター トを切っ

た とい う状況そのままだ。この認識が,ア ジア ・

フォーラムへの参加意識を導 きだし,各 種課題に

真剣に取 り組 もうとする熱気を生みだ していたの

も事実だった。各パネラーの発言やデ ィスカッシ

ヌンに熱心に耳を傾ける姿が強 く印象に残った分

科会であった。

・《情報処理教育の現状 と問題点》

7

◇一 ◇一 ◇

人材教育に期待の注視

◇一 ◇一 ◇

情報処理要員の育成は,先 進国,発 展途上国を

問わず緊急課題 となっているとい う認識は共通し

ている。ハー ドウェア技術の進展にともなって,

ソフ トウェア技術の必要性,重 要性はますます高

まってお り,効 果的,効 率的な要員教育なくして

次の発展は望めないとい う立場に立って議論が進

められたのが特徴だった。

情報処理の先進国である日本では,コ ンピュー

タ技術を応用 した教育システムの開発,確 立が大

きなテーマとして取 り上げられているとの指摘が

大きな関心を呼んだ。

当協会の河村篤信常務理事は,わ が国の情報処

理教育の歩みと現状を細か く紹介 しながら,こ の

分野での国際的協力に向けての日本の意欲を報告

して注 目を集めた。わが国の情報処理教育は,大

きく分けて①企業内教育,② メーカー教育,⑧ 公

益法人等に よる教育,④ 学校教育の4つ によって

行われている。企業内教育は,デ ータが公表され

ないため全体像は把握 しにくいが,一 般的に日本

の企業は人材教育に熱心であ り,業 務を通じての

自己啓発や外部の教育機関を利用 した教育に継続

的に取 り組んでいる。メーカーによる教育は,主

としてユーザ教育部門が公表 している定期コース'

が中心となっているが,こ こではその60%が プP

グラミング能力の養成を 目指 してお り,シ ステム
、

設計関係は10%弱 となっている。

公益法人による教育は,主 として企業を対象に

そのコースを一般に開放 しているもの,業 界団体

等が,そ の構成体たる経営体に対象を限定してい

るものの2つ がある。内容的には,と もに業務や
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手法に重点を置いたSEを 対象に してお り,企 業

内教育やメーカー教育と補足的な関係にある。

学校教育は,1950年 代の中頃から大学において

スター トしている。60年 代には,各 大学にコンピ

ュータが導入され,70年 代には,国 立大学をはじ

めとして,情 報関連の専門学科が重点的に設置さ

れてきていることが報告された。

また,情 報処理要員教育に コンピュータを利用

する試みは,学 校教育におけるCAIシ ステムを

土台に,情 報処理教育の経験と蓄積したノウハウ

を反映させるとい う視点から開発が進められてい

る。すでに一部のソフ トウエアハウスでは,実 戦

的な情報処理教育用のCAIシ ステムが開発され

実際に取 り入れ られつつある。この傾向は,今 後

ますます強まってい くものとみられている。

この分野での国際協力も,大 きな課題として議

論 された。他のセヅション同様,こ こでも"日 本

の協力"が 中心の議論が進め られた。つまり,発

展途上国は,こ の分野でも,日 本がいかに協力し

てくれるのかとい う点に,大 きな関心を持 って注

視 しているのである。

「情報処理にはさまざまなレベルで解決される

べき課題が数多い。 コンピュータ技術 者 の需 要

は,供 給よりはるかに越えて増え続けている。あ

らゆる訓練を積んだ再養成者の需要も増大してい

る。従来の伝統的方法では,こ れらの教育上の全

ての需要を一部た りとも満たす財源はない。従 っ

て,特 定の情報処理教育が不可欠であ り,ま た,

それが最新の方法を活用したものであることを保

証することが重要である」(香 港コンピュータ学

会 言グラハ ム・ミー ド)

こ うした認識は,ど のアジア諸国でも共通 して

いる。が,こ こで1つ 問題なのは,頭 脳の海外流

出である。せっかく自国で教育しても,優 秀な技

術者ほど先進国に流出していく。かつてわが国で

も,い ろいろな分野での頭脳流出が大きな問題 と

なったが,そ の同じ現象が,い ま発展途上国の情

報処理技術の分野で起っている。これに関連 して

インドコンビ=・一夕学会会長のP・V・Sラ オの

悲痛ともいえる叫びが印象に残 った。

「発展途上国から豊かな国への大量の優秀な人

材の流出は,今 後も続 くであろ う。結局,訓 練を

積んだ人材は,入 念に,そ して高い費用をかけて

養成された最も価値ある資源の1つ なのである。

提供する者も受ける者 も,こ の事実を認識 し,問

題の有効かつ満足すべき解決策を見いだすことが

強く要請されるのである」

《情報資源の国際利用》

ここでは,デ ータベースを中心にした議論が中

心になった。すなわち,情 報資源をできるだけ共

有 し,有 効利用を図るとい うデータベースの基本

概念を国際協力の場にまで広げた考え方である。

この分野でも,議 論はもっぱらわが国の現状が

中心となった。一部,イ ンドネシアのパケヅト衛

星ネットワーク(PACKSATENET)に つ

いての報告もあったが,こ れはインドネシア国内

の実験的ネットワークであり,国 際利用の視点で

見た場合,ま だ明日のテーマの感をまぬがれない。

したがって,議 論はもっぽら,わ が国における

国際利用のシステムの開発,あ り方およびその基

礎となる情報資源の整備に集中した。なかで も,

情報は,そ の基盤を整えて価値ある情報資源に高

めていくシステ品 開発が第一歩と轡 ≧蝉 指

摘が大きな賛同を得た。つまりデータソースの整



備 で あ る 。

《情報処理における国際協力》

◇一 ◇一 ◇

国際協力=日 本の"援 助"

◇一 ◇一 ◇

セッションのテーマは 「国際協力」であったが

議論はもっぱら日本が他のアジア諸国に対 し,ど

のような形で 「援助」をなすべきか,と いう点に

絞られた。

つまり日本は情報処理における先進国であ り,

その立場からアジア地域の情報処理のレベルを引

き上げるため資金,技 術の両面で積極的な役割を

果たすぺきだ,と い う観点に立って議論が進めら

れた。

結論 としてその具体的な方策は

・教育訓練の実施

・情報資源の活用

・国際協力機関の設立

の3つ に絞られ,こ れらについて日本と他のア

ジア諸国が緊密に提携 して行 くことが 重 要 で あ

る,と い う意見でほぼ一致 した。

これらの討議の要点は,次 の3点 であった。

1.教 育,朝 練の実施

アジア地域は ソフ トウェアの供給源となる可能

性があり,そ のため発展途上国のソフ トウェア要

員を養成する トレーニング ・センターをつ くるの

と同時に,こ れらの若い人材を受け入れる基盤づ

くりとソフ トウエア需要の喚起に努める。

2.情 報資源Φ活用

各国が保有するデータ,マ ン ・パワーなどの情

報資源を効果的に利用する。

9

研究 ・開発,マ ーケティングあるいは大型プロ

ジェクトを各国共同で実施する。

アジア各国が共同で利用するためデータ ・ベー

スを整備する。

3.国 際協力機関の設立

政府,民 間からの資金,技 術援助を行 う機関の

設立や学界,業 界の交流のための組織づくりを行

う。

合弁事業,現 地生産拠点の育成などソフ トウエ

ア ・プロダクツの国際化,輸 出促進のための施策,

基金の設立などを行 う。

一方,こ れに対 し,ア ジアの発展途上国が真に

日本の援助を求めているのかどうか疑問である,

との意見や,供 与する側が将来の見返 りを期待し

ながら行 う援助は相手国のためにならない,と の

指摘もあった。

これに対 し 「国際協力」は本来,相 互理解を基

盤にお しすすめるべ きものであ り被援助国は目的

や 目標を明確に示すとともに援助国が,そ の可能

性と効果を正しく評価して相手側に伝えるべきで

ある,と の意見が出され,結 局,情 報処理分野の

国際協力も他の分野のそれ と同じように,そ れぞ

れの国のニーズに合 ったもので,受 け入れ側の自

立を援助することに主眼をおくべきである,と い
6

う意見に落着いた。

なお,国 際協力の実施に当ってのカペに言語,

文化,伝 統の違いなどが存在するが,こ れを克服

するには,こ れまで行われてきた手法の他にテレ

コミュニケーシnン,CAVTな どのいわゆるニ

ューメデ ィアの利用が新 しい方向として注 目され

る,と いう点でも意見が一致 した。
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〔放送,情 報処理 に関する

世界コミュニケーシ ョン年を記念 して開かれ

たこのフォーラムを通 じ,我 々は,ア ジア地域

における放送及び情報処理の発展のための方策

について,討 議を行った。

我々は,放 送及び情報処理が,ア ジア地域の

発展 と各国間の相互理解の促進に果たす役割の

重要性に鑑み,今 後,ア ジア各国が,以 下の事

項について,緊 密な協力と真剣かつ着実な努力

を続けていく必要があることを確認した。

また,今 後,放 送及び情報処理の分野で,お

互いの技術を十分に活用することが,相 互の発

展のために重要であることも認識 した。

1ア ジア地域の放送の発展のために(略)

∬ アジア地域の情報処理の発展のために

1情 報処理教育の充実

アジア地域の情報処理の発展のためには,特

に,人 材の養成が急務であり,そ のために,各

国は,企 業内教育や,専 門家養成機関の充実,

また,高 等教育機関におけるコンピュータ教育

の充実に向けて取 り組む必要がある。この目的

を実現するため,ア ジア各国間で情報交換を積

極的に行 うとともに,訓 練講師の資質の向上や

教育研修施設の充実のための国際協力を一層推

進すべきであ り,特 に,次 の事項について配慮

する必要がある。

口}各 国は,情 報処理教育のための国家的施

策を確立すぺきである。

{2}情 報処理教育の質を確保するため,情 報

処理教育に関する標準を設定するとともに

公認の機関によって行われる試験によって

これを一定の水準に維持する必要がある。

その際,こ うした標準は,当 該国の実状に

合ったものでなければならない。他国の標

準は,不 適当なものとな りがちである。

(3)人 材の不足は,非 常に深刻かつ広域な問

題であるので,様 々なレベルの訓練コース

を設ける必要がある(た とえば入門レベル

の専門家向けのコース,現 在情報処理に従

事している人々の資質の向上,他 の学科を

終えた人々の再教育等)。

(4}ま た,訓 練講師の養成の必要性には,特

に,留 意すぺきである。

㈲ 更に,研 修施設,機 器の不足を補 うため

この点について恵まれた状況にある国(あ

るいは企業)は,恵 まれない国(あ るいは

企業)を 援助すべきである(た とえば既利

用設備の贈与等)。

(6}多 くの国で直面 している頭脳流出による

悪影響を最小限にとどめるため,海 外へ移.

住 した人々に対 し,一 定期間の帰国を奨励.

する等の方策を見い出す必要がある。

(7)放 送番組は,社 会のコンビz・一口タリテラ

シーを大きく高める手段として,費 用効果

の高いものである。

2情 報資源の相互利用の促進

コンピュータに よる情報処理の重要性がます .:

ます増大するに伴い,ア ジア諸国間の相互理解

のためには,各 国のデータを十分に利用できる

ようにすることが,今 後,き わめて重要となろ

う。各国の公開された科学技術情報及び経済 ・

社会情報に関 し,広 く利用されるデータベース 、

を構築する必要がある。 しか し姦がら内 冑報の ・9

共同利用の重要性にういては,未 だ,∵弟分庭理

解されていない。そのためゴ;情報め奏商利矯 をぷ
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ア ジ ア ・フ ォ ー ラ ム 提 言 〕

実施する前に,こ の点に関する理解,特 に専門

家以外の人々の理解を高める必要がある。これ

らの点について,以 下のとお り提言する。

口)各 国の各種統計等に関するデータベース

を構築する必要がある。

② また,各 国において,デ ータベースを広

範囲に利用するためのデータ網を形成する

必要がある。

(3)デ 一口タベースを地域内で共同利用するた

めには,検 索言語の標準化が必要である。

この他,デ ータの共同利用を可能 とするた

めには統計の概念,フ ォーマット及びデー

タ構造を調整する必要がある。また,地 域

データ網の形成 も必要である。

{4)APT,SEARCC,AEU等 の既存

の地域機関の活動を活性化 し,こ れらの機

関に対する認識や理解を高める必 要 が あ

る。

⑤ アジア地域における情報の共同利用によ

る利益 と関連する諸問題を明確にするため

地域内の専門家によるタスクグルーブを組

織するよう提言する。このグループは,地

域データベース網の可能性の検討,実 行可

能な開発のシナリオの明確化,実 施方策の

とりまとめ等を行 うものである。その際に

は,上 記の諸点も考慮に入れて問題を討議

する必要がある。このグループの報告は,

政府間の討議の基礎として用いるのに適し

たものとなろ う。

{6)な お,漢 字使用圏においては,漢 字コー

ド,漢字 ワー ドプロセッサ,テ レテヅクス等

の標準化に共同して取 り組む必要がある。

3国 際協力の充実

今 日のように,ア ジア各国の発展にとって重

要な時期においては,情 報処理分野における国

際間の協力が,特 に必要である。中でも,日 本

は,ア ジアにおける先進的な工業国として,率

先 して国際協力を行 うことが望まれている。こ

の点に関 し,本 フォーラムにおいては,日 本が

国際協力を効果的に推進できる分野について特

に注意を払った。そして,国 際協力に関 して特

に配慮すべき次の諸点について提言する。

(1}他 の国との協力を望んでいる国 々 に対

し,そ の国の国家的要請等,文 化的,経 済

的,社 会的基盤に関 して,明 確な理解を持

つ必要がある。

② 協力を求める国は,そ の目的,特 に,協

力によって得られる見込まれる利益を明確

に してお くべきである。

(3)協 力の大きな目的は,情 報処理に関する

現地専門技術の自給力の向上を図ることに

ある。また,そ の際には,現 地の実状に適

合 したソフトウェアの生産に向けて能力の

開発を行 うべきである。

(4}十 分な能力を有する人材を養成すること

は,当 面基本的要請である。

㈲ 国際協力を円滑に実施するためには,民

間セクターから技術,資 金両面の協力が得

られるよう組織的な計画を策定することが

重要である。

⑥ 通信施設 とコンピエ一夕による情報処理

の発展 との間には共生関係があ り,国 際協

力においても,こ のことを考慮することが

望まれる。

以上の提言は、今後の詳細な論議の基礎 とな

りえよう。
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〔世界 コ ミュニケ ー シ ョン会 議〕(COMCON)(9月12日 ～14日 ・東京 ・京王プラザホテル)

t{COMCONTOKYO"は
,9月12日(月)

か ら14日(水)ま で,東 京 ・新 宿 の京 王 プ ラザ ホ テ

ル で 開 か れ た 。 ア メ リカ の連 邦 通 信 委員 会 委 員 長

M・S・ フ ァ ウ ラー 氏 を は じめ 内外 の関 係者 が一

堂 に会 した東 京 の3日 間 は,世 界 コ ミュ ニ ケ ー シ

ョ ン年 に対 す るわ が 国 の積 極 的 な取 り組 み を 内外

に表 明す る大 きな 意 義 を 持 っ てい た 。 上 旬 に 同 じ

く開か れ た くくア ジ ア ・フ ォー ラ ム"と と もに 情 報

処 理 の分 野 か ら見 て も画期 的 な イ ベ ン トで あ った

とい うこ とが で き よ う。 以 下,㌔ ミュ ニケ ー シ

ョ ン ・テ ク ノ ロ ジ ーの発 達 と社 会","情 報 化 社 会

と コ ミ=ニ ケ ・一シ ョ ン政 策"の2つ の分 科 会 を中

心 に,シ ョー ト ・レポ ー トをo

現在,わ で国におけるコミュニケーション ・テ

クノロジーの最大の話題は,日 本電信電話公社の

tCINS構 想"で ある
。 ㌔ ミュニヶーション・

テクノロジーの発達 と社会"の 分科会で,電 電公

社の北原安定副総裁は,「 このINSが 全世界的

に形成されていくことが,真 のtc通信インフラス

トラクチャの発展"と いう世界 コミュニケーショ

ン年のテーマを達成することに通 じ,世 界が求め

る新 しい情報秩序の確立に大きな役割を果たす」

と強調 した。

INS形 成のステップとして,す でに昨年9月

からモデルシステムの建設に着手している。ig87

年には,県 庁所在地級の都市でのサービス開始を

予定している。また,科 学技術の進歩が,人 類の

進歩 と幸ぜにつながる道を選択していくのが正 し

い道であるという点も確認された。

アメリカのAT&Tイ ン歩一ーナショナル市場開

発担当副社長のジeン ・A・ ハインズの 「世界中

の経営者及び企業の指導者は,新 しい通信技術 と

それがあらゆる分野の企業経営に持つ意味を認識

しなければならない」とい う指摘も注目を集めた。

これは,「情報は,わ れわれの劇的に変ってゆ く

世界における重要な新 しい財産である」とい う基

本的な認識によっている。 「一度デジタル形式に

書き直したら,情 報は,事 実上不滅である。変形

させることはできても,消 去されることはほとん

どない。この広大な情報の潜在的可能性 とそれが

企業に及ぼす影響は極めて大きく重大である」と

主張する。そして,こ れ らに対する投資のお くれ

は,ダ イナ ミックな新 しい経済部門への参加を不

可能にし,気 付いてみたら消費者の役まわ りを果

していた ということになると警告 している。

ニューメディアに対するニーズも
,そ の国によ

って異ってくると同時に,国 内においても,それぞ

れによって異ったものになる。社会 ニーズの多様

化に見合 って技術をいかに開発 していくか一 少

くとも先進諸国の間には共通の認識が見られた。

日本電気の小林宏治会長は,変 化するニーズにい

かに対応するかが肝要であるとして 「コミニュケ

ーション・テクノロジーの光と影を広い視野から

よく見極め,人 間の英知の支配下で促進すべきで

ある」 と指摘 した。

また,国 際協力の必要性にふれ 「世 界 の 現 実

は,い まだに国家間の相互理解には程遠 く,と く

にわが国に関 しては,言 語の違いが大きな障害に

なっている」と現実を直視 し,世 界中の誰もが,

直接,自 由に話 し合える自動翻訳電話の実現を目

指していることを明らかにした。

「コミュニケーションの分野 における優れた技

術革新は,新 しい機会と新 しい挑戦を提供する。

技術開発には,往 々にして利益と損失 が 共 存 す

る。技術を人間に適 したものにするとい うことは

それを使っている私たちが。注意深く,ま た,責

任を持 って行わなければならない課題である」 と

いう西 ドイツのヨー ロッパ放送連合のA・ シャル

フ会長の言葉が,こ の分科会の総意を よく表現 し

.ていた。
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1栄 え の 表 彰 〔世界・ ・三三ヶーシ ・ン年中央蹴 典〕(1・月17・ ・ホテルニ ・一汁一夕ニ)1

● 内閣総 理 大 臣表彰 ・コ ミュニケ ー シ ョン関係 功労 者

(団体)

社団法人 全国漁業無線協会 代表者 会長理事 小島 誠太郎

(東京都港区虎 ノ門2丁 目3-22)

漁業用無線施設の導入と普及発展,漁 業無線通信の近代化,漁 業無線従事者の養成等に尽力し,漁 業無

線の振興と水産業の発展に貢献。

通信機械工業会 代表者 会長 関本 忠弘

(東京都千代田区大手町1丁 目7-2サ ンケイ ビル別館)

通信機械工業に関する将来予測,将 来の通信に関する技術動向調査を行 うとともに,標 準化への取組,

展示会等による普及啓蒙促進などの諸活動により,通 信機械工業の発展に貢献。

財団法人 電気通信総合研究所 代表者 理事長 好本 巧

(東京都品川区西五反田2丁 目29-5日 幸五反田ビル)

電気通信に関する社会科学的調査研究の実施,刊 行物の発行,セ ミナー,講 演会の開催等の諸活動によ

り,電 気通信及び関連産業の発展に貢献。

財団法人 日本ITU協 会 代表者 会長 八藤 束縛

(東京都港区西新橋2丁 目5-11渡 辺美術ビル4階)

国際電気通信連合への協力活動,出 版,講 演会の開催等の諸活動により,我 が国の電気通信と放送の発

展及び国際協力の推進に貢献。また,世 界コミュニケーション年国内委員会の事務局として,各 種記念

事業の推進に尽力。

財団法人 日本情報処理開発協会 代表者 会長 島田 喜仁

(東京都港区芝公園3丁 目5-8機 械振興会館)

情報処理及び情報産業に関する調査研究,技 術開発,コ ンサルテーション,普 及啓蒙活動等の諸活動に

より,情 報処理及び情報産業の発展,情 報化の促進に貢献。

財団法人 放送文化基金 代表者 理事長 茅 誠司

(東京都渋谷区宇田川町41-1共 同 ピル)

放送に関する技術研究開発,人 文社会的研究調査及び文化事業の実施に対する助成 ・援助を行 うととも

に,シ ンポジウムやセミナーの開催等の諸活動により,放 送の発展に貢献。

財団法人 ユネスコ ・アジア文化センター 代表者 理事長 福井 直俊'

(東京都新宿区袋町6日 本出版会館内)。

アジア太平洋地域の各国の参加を得て,児 童向け図書の共同企画 ・編集,そ の各国語版の出版に対する

協力 ・援助,出 版技術研修会の開催等の諸活動により,こ れ ら地域の文化の普及 と振興に貢献。'

(個人)

猪 瀬 博(56歳)東 京大学工学部教授

(東京都渋谷区神宮前5丁 目39-9)'

デ ィジタル通信方式,交 換方式に関する基礎的研究,コ ンピュータ間通信システムの開発等に貢献する

とともに,各 種学会,各 種審議会の活動を通 じて コミェニケーションの発展に寄与。

大 野 達 男(71歳)野 村 コンビュー吟歩システム株式会社 代表取締役会長

(東京都大田区北千束1丁 目37-17)

情報処理の普及 ・促進に指導的役割を果たすとともに,各 種審議会,団 体活動等を通 じ,我 が国情報処

理産業の発展及び産業の情報化の促進に貢献。



14

岡 村 総 吾(65歳)日 本学術振興会理事長

(東京都中野区沼袋4丁 目12-15)

マイクロ波,ミ リ波領域における電子管,測 定法等に関する研究に指導的役割を果たす とともに,国 際

機関,各 種審議会等の活動を通じて,学 術の国際交流を促進 しコミュニケーシ ョンの発展に貢献。

笠 置 正 明(65歳)社 団法人 日本記者 クラブ事務局長

(東京京中央区築地7丁 目18-1313)

多年にわた り,新 聞,放 送分野における国際交流に尽力し,国 際 コミュニケーションの発展に貢献。

金 岡 幸 二(60歳)株 式会社 インテック代表取締役社長

(富山県富山市新庄町38)

情報通信事業の分野で先駆的な役割を果たし,付 加価値通信サービスの普及に貢献するとともに,各 種

審議会等の活動を通 じて,コ ミュニケーションの発展に寄与。

木 村 悦 郎(55歳)日 本放送協会 総合技術研究所所長

(東京都世田谷区経堂4丁 目7-1)

放送衛星の搭載機器の開発に尽力し,我 が国の衛星放送実験の成功 と衛星放送システム技術の確立に貢

献。

木 村 光 臣(69歳)国 際ケーブル ・シップ株式会社相談役

(東京都小平市鈴木町2丁 目865-22)

海底同軸ケーブルの国産化,我 が国初のケーブル船建造を推進 し,国 産技術による海底ケーブル網の構

築に貢献。

後 藤 英 一(52歳)東 京大学理学部教授

(神奈川県藤沢市辻堂東海岸3丁 目9-一－FE305)

パラメ トロン素子を用いて日本独 自の電子計算機を完成 し,我 が国の電子計算機技術の発展に貢献。

斎 藤 成 文(64歳)宇 宙開発委員会委員

(東京都世田谷区上馬5丁 目30-一・1)

多年にわた り,人工衛星用エ レクトロニクス機器の研究開発に尽力 し,我が国の宇宙通信の発展に貢献。

島 田 禎 督(45歳)日 本電信電話公社 武蔵野電気通信研究所 基礎統括担当研究専門調査役

(神奈川県三浦郡葉山町一色1910)

量産性,経 済性にすぐれた光 ファイバ製造技術の開発 と,中 継距離が長い光伝送方式の実用化に尽力し

光通信の発展に貢献。

下 中 邦 彦(58歳)株 式会社 平凡社代表取締役社長

(東京都大田区久が原6丁 目8-19)

多年にわた り,日 本書籍出版協会理事長,国 際出版連合理事などとして尽力し,我が国の出版界の発展,

国際協力の推進に貢献。

末 松 安 晴(51歳)東 京工業大学工学部教授

(神奈川県川崎市麻生区王禅寺450-48)

新 しい長波長 レーザーの開発により,光 ファイバによる大容量通信の基礎を確立し,光 エレクトロrク

スの発展に貢献。 ・

田 丸 秀 治(69歳)社 団法人 日本広告業協会理事長

(東京都小平市東町1丁 目10-7)

日本広告業協会理事長,国際広告協会副会長などとして尽力し,広告界の発展と国際協力の推進に貢献。

辻 村 明(57歳)東 京大学文学部教授 ・

(神奈川県横浜市戸塚区戸塚3133)一

社会心理学の分野で数々の共同研究を国内的,国 際的に実施,「 伝播普及過程の社会心理学的研究」な

どを発表 し,情 報社会学の発展に貢献。
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中 島 正 樹(78歳)社 団法人 日本データ ・プロセシング協会会長

(東京都世田谷区上野毛4丁 目2-8)

産業の情報化の普及 ・促進に指導的役割を果たす とともに,コ ミュニケーションに関する国際協力の推

進,普 及啓蒙活動に貢献。

中 村 幸 雄(66歳)社 団法人 日本 ドクメンテーション協会会長

(東京都文京区西片1丁 目14-8)

日本 ドクメンテーション協会会長,科 学技術会議専門委員などとして,ド クメンテーションの標準化や

情報の流通促進等に貢献。

林 雄二郎(67歳)財 団法人 未来工学研究所副理事長

(東京都小金井市本町3丁 目10-19)

郵便コミュニケーションに関する調査研究に尽力するとともに,著 作等によりコミュニケーシ ョン問題

の研究,啓 蒙に貢献。

平 山 博(61歳)早 稲田大学理工学部教授

(東京都東久留米市東本町5-8)

多年にわた り,通 信の理論的解析 とその応用の研究,指 導に尽力し,放 送ニューメディアの発展,電 子

通信技術の向上に貢献。

増 田 米 二(74歳)株 式会社 情報社会研究所所長

(東京都渋谷区神宮前4丁 目14-11)

国民生活審議会 「情報社会における国民生活の研究会」の主査をつ とめるなど,情 報化に対応 した国民

生活の在 り方に関する調査研究,普 及啓蒙に貢献。

南 湖 宣 郎(65歳)社 団法人 日本 コンピュータ ・a－ ティリティ協会理事長

(東京都 目黒区八雲3丁 目6-一一22-301)

多年にわた り,産 業界におけるデータ通信システムの積極的導入,普 及促進に尽力するとともに,各 種

委員会活動を通じて,デ ータ通信の発展に貢献。

山 本 卓 眞(58歳)富 士通株式会社代表取締役社長

(東京都中野区上高田1丁 目7-17)

多年にわた り,交 換機を中心 とした通信機器の研究開発に尽力するとともに,光 通信技術の開発育成等

に貢献。

渡 辺 茂(65歳)東 京都立工科短期大学学長

(東京都田無市向台町3丁 目2--30)

コンピュータ応用技術分野の研究開発に尽力し.シ ステム工学の発展に寄与するとともに,各 種審議会

活動等を通 じ,我 が国の情報化の促進に貢献。 ⑳

◆世界コミュニケーション年記念論文 ・作文コンクール優秀者

粟 田 晶 子(25歳)長 野市三輪8丁 目51-36-207

、

●郵政大臣表彰

◆世界コ ミュニケーシ ョン年切手デザインコンクール優秀者

(一般の部)

松 田 煕(62歳)京 都府京都市上京区烏丸通一条上る

(小 ・中学生の部)

春日井 恵 子(15歳)愛 知県豊田市若園中学校3年
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ミ宇 宙 通 信 時 代
.の あ る デ ー タ

〈宇宙通信 の現状 と各国メデ ィアの概観〉

イ ンテ ルサ ッ トか らイ ンマ ルサ ッ トまで

宇宙への窓が開かれて久しい。今や宇宙は世界

を一つに結ぶ強力な武器になっている。宇宙通信

を担 う静止衛星は,そ れぞれの国を彼方から見守

っている。まず世界の宇宙通信の現状をみよう。

インテルサ ット(国 際電気通信衛星機構)の 加

盟国は,1982年3月 現在で106か 国。1965年 の業

務開始以来,順 調に拡大を続けている。一方,三

大洋上の船舶と陸との電話,テ レヅクスなどの通

信サービスを行ってきたアメリカのマ リサ ット衛

星に よるサー-tfスは,1982年2月,イ ンマルサ ッ

ト(国 際海事衛星機構)に 引き継がれ,世 界の宇

宙通信は,国 際的連けいのもとで大きく前進 して

いる。

国際的ネ ットワーク網の発展 とともに,そ のサ

ービス内容も着実に向上 している。インテルサ ッ

トについていえば,1986年 には,電 話回線30,000

チャンネル,テ レビジョン4チ ャンネルのM号 系

衛星の時代を迎える。現代の トラピック量は,W

号A系 衛星で電話6,000チ ャンネル,テ レビジョ

ンチャンネルである。インマルサ ヅトの場合も,

現在のマ リサ ット衛星の容量が小さいこと,需 要

が急速に伸びていることに対応 して,大 西洋海域

においてはより大容量のマ レックス衛星に替えら

れることになっている。マ レヅクス衛星は,欧 州

宇宙機関,ESAの 提供するサービスである。ま

た,他 のマ リサ ット衛星も,マ レックス衛星また

はインテルサ ットV号 系衛星に搭載されたMCS

(海事通信サブシステム)に 替えられることにな

っている。

米国,ソ 連,カ ナダ,イ ン ドネシア,フ ランス

そして日本な ど各国でも,独 自の静止衛星の打ち

上げに取 り組んでお り,年 を経 るごとにその翼を

大きく広げている。

アジ アの盟主 ・ニ ッポ ン

さて,日 本上空の"宇 宙"は どうなっているの

だろうか。 日本も確実に静止軌道衛星に よる宇宙

通信時代を迎えている。静止軌道衛星を一元的に

管理する通信 ・放送衛星機構も発足 し,放 送衛星

打ち上げの秒読みが始 まっている。(本 号"イ ン、

サイ ド・レポー ト"参 照)

天空からニッポンを見据える実験用中容量静止

通信衛星ttさ くら"(CS)。CSは,す でに昭和

52年に打ち上げられた。以来,わ が国の宇宙通信
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技術は 日進月歩で進んでいる。このときすでにわ

が国では,宇 宙通信時代を予測 して政策を打ちだ

したものである。また,放 送衛星も,昭 和57年1

月までに実験をすべて終えている。時代はまさに

実用の時代に至ったのである。

明日を拓くコミュニケーション ・テクノロジー

は,通 信手段だけで論じられるものではない。 ロ

ケ ットの打ち上げ技術,衛 星を静止軌道に乗せ,

正常な機能を発揮せしめるソフトウェアテクノロ

ジー,そ して,通 信を発 し,受 け止める種々のハ

ー ドウェアとソフ トウェアな どさまざまな技術を

包括 している。そ うした関連技術および設備のあ

りようも大きなテーマとなる。次ページの表は;

そ うした位置に立ってまとめた世界各国の"情 報

化 度"を 読 みとっていただくためのデータであ

る。宇宙通信の技術的発展のレベルだけでな く,

こうしたバ ックグランドの基盤整備の面において

も,わ が国はアメリカなどの最先進国に続 く地位

を保持 していることがわかる。

昭和50年 代の終 りには,わ が国の上方にも高容

量の衛星が多く望むことができるようになる。世

界 コミュニケーション年に積極的な取 り組みをみ

せた実績と実力が,ア ジアをはじめ とした発展途

上国の先導役を十分に果す ことだろう。

主要な通信 ・放送衛星の静止軌道上配置(計 画中の衛星を含む)

90●W

主

_譲
●-Tele-X

Ecs{『吟

歩
蚕

分憲
誌
㌻
繊 Kソelv""1ヤン

マレックス「8_TDRS

ぷで 竃 尋w

㌻纂熟㌣二
斗

マリ翰 主}イ ・畑
。卜18『

篇

`

90◆E 資料:昭 和57年度通信白書
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各 国 メ デ ィ ア

日 本

韓 国

中 国

フ ィ リ ピ ン

タ イ

イ ン ド ネ シ ア

マ レ ー シ ア

ピ ノレ マ

バ ン グ ラ デ シ ュ

イ ン ド

パ キ .ス タ 叱

ス リ ラ ン'カ'

香 港

シ ン ガ ポ ー ル

オ ー ス ト ラ リ ア

ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド

備 考

郵

便

口
口

POST

予

郵便通数(千)

15,787,000

1,00S,000

☆

約20,000,000

☆ ☆

868,000

294,000

234,000

444,000

67,000

》

8,998,000

599,000

777,000

425,020

已
2,631,000

659,000

1人 当 り

135

29

21

18

6

2

33

2

14

7

56

6

)

'87

183

182

199

郵政省
「諸外国郵政事業便覧」より
☆☆は78年
☆は79年
その他は80年

電

話 ⑧
総電話機数(千)

(81.3)
56,300

3,400

('79)

約4,000

540

('80.9)
500

('77)'
350

600

('70)
30

('70)
100

2,790

370

80

('76)
1,130

700

7,680

1,800

100人 当 り

47.9

9.0

0.4

1.1

1.1

0.3

4.4

0.1

0.1・

0.4

0.4

0.6

25.5

29.7

52.6

:56.8

AT&T「 世界の電話」

国連 「世界統 計年鑑」 より

無印は81.1現 在

ラ

ジ

オ

一
国■

総 数

C80)
79,200

('79)
9,500

('79)
50,000

('79)
2,000

℃79)

7,000

('77)
5,260

(ヤ7)
1,500

('77)
.700

('77)
500

('77)
t20,500

C77)
1,500

('77)
1,000

c77)
2,500

('79)
400

('77)
14,600

('77)
2,700

100人 当 り

69.0

26.9

5.4

4.3

15.9

3.7

11.9

2.2

0.6

3.3

・2.0

7.2

55.6

18.3

103..7

87.8

NHK「 世界 のラジオと
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の 概 観

テ

レ

ビ

/＼

⑳
堅・

● ● ● ● ●

書

籍

濡嚇
璽 一

汎 ピ

用 ユ

コ|

ンタ酬1

新購

閲読

紙■

匝 コ・…旬－ll

画 ㊥・
≡≡三 ≡≡

〉

総 数 100人 当 り 書 籍 発 行 点 数 総 数 レ 人当り 台 数

C80)29
,061,000 25.3 36,000

mt

2,314
㎏

20.3
☆

24,311C80)

('80)
6,110,000 16.5 13,000 194 5.4

/

東 南 ア ジ アet

(ニ ュ ー ジ ー ラ ン ドを 含 む)

2,675台('80)

◎

、

('79)
3,000,000 0.3 一 1,138 1.3

('79)
1,000,000 2,000

3,000
('79)

1,002,000

2.2

2.2

79

63

56

42

1.7

1.4

0.4

3.9

0.3

0.1

0.2

0.3

0.1

1▲61

('77)
828,000 0.73,000

6.61,000('79)8
28,000

('80)
3,000 0.01一 11

9

156

19

2

64

('78)
26,000 0.03一

('78)
677,000 「 16,000

1,000
('77)

469,000 0.6

('80)
75,000 0.51,000

('77)
871,000 19.3 1,000

('79)
366,000 15.8 1,000 29 12.5

ぐ78)
5,200,000 36.5 2,000 528 38.3

☆
2,356('80)

さ

('79)
885,000 28.5 2,000 86 27.8

テ レ ビジ ョン」 国連
「世界統計年鑑」C76)

国連
「世 界統 計年鑑」('77)

「世 界 コン ピ ュー タ ー年

鑑 「82」よ り

Woxld164,890台

☆ 汎 用 コン ピュ ー タ
●

●
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評 価 高 い 日本 の積 極 性
世 界 コ ミュニ ケー シ ョン年 の成 果 と課 題

読 売 新 聞 板 津 直 士

相次いだ国際会議で関心高まる

今年は国際連合が定めた 「世界 コミュニケーシ

nン 年」(WCY)で ある。エレクトロニクスの

目を見張るばか りの急速な発達,コ ンピュータや

各種 ソフ トの開発に伴 う情報化社会の中で,世 界

各国が経済や文化,そ れに身近な国民生活に重要

な役割を持つコミュニケーションのあ り方を見直

すと同時に,そ の発展のための施策の推進や国際

協力について考え,話 し合い,取 り組む年である

と国連は指摘 している。

国連が うたっている世界コミュニケーション年

の目的は三項目。①各国においてコミュニケーシ

ョンの発展のための政策について分析,検 討を行

う機会とすること②経済 ・社会の発展にとって必

要不可欠な要素としての通信インフラス トラクチ

ャーの一層の発展の契機 とすること③一般市民及

び当局者に情報メディアの重要性を認識させる機

会 とすること一 である。

世界 コミュニケーション年事業の推進は世界 ・

地域 レベルと国内レベルの双方で行われ,そ の生

体は国際電気通信連合(ITU)。 わが国の 場 合

は政府に世界コミュニケーション年推進本部(本

部長 ・中曽根首相)が 設置される一方,民 間の代

表を主体 とした世界コ ミュニケーション年国内委

員会(委員長 ・永井道雄国連大学学長特別顧問)と

の連携で,諸 事業を進めている。8月 には 「放送

・情報処理に関するアジア ・フォーラム」(1～

5日 ・京王プラザホテル),ま た9月 には 「世界コ

ミュニケーション会議 ・東京」)12-14日 ・京王

プラザホテル),こ れに引き続 き 「アジア太 平 洋

電気通信東京会議」が開かれるなど,国 際会議が

目白押 し。これらはほとんどが電気通信分野の権

威や専門家の集まりではあったが,国 民が直接見

聞きできるコミュニケーションフェア等の開催な

ど,コ ミェニケーション年への関心を集める努力

が払われたことは,そ の他の国で,こ れほどの会

議の開催,行 事等が計画されていないだけに特記

すべきことであ り,わ が国のコミュニケーシロン

年に対する積極性は評価されるべきであろう。



出会いが連帯の第一歩

しかし,わ が国がコミュニケーション年に前向

きに取 り組む方針を決めたのは,そ れなりの理由

があるとみられる。 日本は電気通信や放送,新 聞

などのマスメディア部では,先 進諸国の肩を並べ

るほどの実力を持つ。特に先端技術では,恐 らく

アメリカと並んで世界の トップクラスに位置 して

いるといっても過言ではない。 しか し,日 本は同

時にアジア諸国の一員でもある。

ここにユネスコなどが調べた数字がある。 日刊

新聞(発 行部数)=日 本66%,ア ジア34%▽ テレ

ビ受像ee==日 本63%,ア ジア37%▽ 電話機=日 本

89%,ア ジア11%。 これをみてもコミュニケーシ

ョンの地域格差は歴然。アジアでさえこの状況で

あ り,ア フリカ諸国など発展途上国とは比較 して

も無意味なほどの格差があることはいうまでもな

い。国連は,今 年を,rミ ュニケーシ・ン年に定

めるに当たって,通 信施設の南北格差や情報流通

の不均衡 といった世界的問題の存在を指摘 し,世

界各国や地域 レベルの取 り組みを提起 した。つま

り,電 気通信 とコンピュータが統合 したネ ヅトワ

ークや先端技術が,先 進工業国に片寄 り,情 報流

通の一方通行化によって発展途上国との格差が拡

大することを懸念 したわけである。

今や 日本は,電 気通信やマスメデ ィアの分野で

は,ア ジアでは群を抜く存在。こうした環境を背

景に 「放送 ・情報処理に関するアジア ・フォーラ

ムを開催し,主 導的な役割を果したことの意義は

大きい。

この会議には,中 国,韓 国,イ ンドネシア,イ

ンド,フ ィリピン,マ レーシア,オ ー ス トラ リ

ア,バ ングラデシュ,シ ンガポール,パキスタン,

タイの11か 国の代表が参加 した。国情が違い,情

報通信の差がある各国が一堂に会 してどのような

話 し合いの結果になるのか,率 直にいって予想も

できなかった し,会 議の実が上がるのかどうかに

12

も一抹の不安があったことは事実だ。しかしそれ

は杷憂に過ぎなかった。討論参加者(各 国代表)

のほか,日 本側からの傍聴者も多く,関 心の強 さ

をみせると同時に会議を盛 りあげた。それにも増

して 「出会い」がいかに大切か,意 見のぶっつけ

合いがいかに"連 帯"の 必要性について認識を深

める結果となったことか,会 議後の各国代表への

インタビューを通じて読みとることができ,大 き

な収獲であった。会議を通 じて今後の課題が浮き

彫 りにされたことも事実である。

相互信頼が真の国際協力の要

アジアにおける日本は,放 送にしろ,情 報処理

の分野にしろ,そ の技術水準,ノ ウハウからいっ

ても 「与える」立場にあることは事実だ。 「日本

は自ら築き上げた高い技術水準を背景に,放 送の

分野でアジア各国に対 して寛大に援助しようとい

う意気込みが十分感 じられた」(フ ァウエル ・オ

ース トラリア特別放送協会会長)と の率直な感想

に代表されるよう日本側の熱意はそれな りに受け

とめられたようでもある。

しかし,「 同じアジアの国々といわれても社会

体制も文化 も違 うか ら,放 送に対するニーズもお

のずか ら異なる。従 ってこうした協力事業 も一気

に進めるとどうしても無理が出る。お互いを信頼

し合い,協 力できるところか ら少 しずつ進めてい

けば良いと思 う」(徐 崇華 ・中国ラジオ ・テレビ

省次官)と 性急な協力事業の推進に慎重さを求め

た意見。またラグマン・フィリピンコンピュータ

学会会長も 「コンピュータ技術者の養成,パ ソコ

ン不足などの問題を解決するには先進諸国の援助

が必要だ。訓 練 施 設の建 設に手を貸 してくれた

り,途上国の要員を先進国で訓練 してもらいたい」

と胸の内を明か したが,同 時に 「その場合 も途上

国側の文 化やニーズに合った 援 助 であってほ し

い」とクギを刺 した。

アジア諸国にとっては,日 本の技術援助が不可
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欠であることでは一致 している。 しか し,そ れに

は国情に合 った協力を望んでいるわけである。こ

の分野では 「GIVE」 一辺倒で 「TAKE」 の

メリットがほとん どない日本にとって 「過ぎた注

文」と映るかも知れない。だが,こ うした考えは

誤 りである。相手側の国民が何が望み,ど ういう

ものが必要なのかを知 らないで,援 助なり協力を

してもあまり意味をなさない。そっぽを向かれる

のが関の山であろう。それに 「助けてやる」とい

う姿勢は常に慎むべきだ。

放送分科会の座長を した後藤和彦 ・常磐大教授

は 「番組についてその国民の好みを知る調査研究

はない」 と現状の一端を指摘 し 「放送事業者の ト

ップではなく番組編成の実際の責任者,実 務担当

者に よる横のつなが りが必要。番組交換とともに

実務者 レベルの交流を続けていくことが放送番組

の改善につながる」 と強調しているが ,ま ったく

同感だ。そうした積み重ねなしには中身のある国

際協力は生まれてこない。

ミ太平洋の時代"に 責任は大きい

ただ,ス マティ・インドネシア国営放送前会長

が 「世界が不況のまっただ中にある時期にこのア

ジア ・フォーラムが開かれたことはきわめてタイ

ム リーであり,お 互いに問題点を認識 し,そ の解

決に向かお うという姿勢で一致 したことに大きな

意義がある」と評価 した点は,こ の会議を集約し

た結論としてこの会議を企画 した関係 者 を 力づ

け,今 後,国 際協力を進める上での指針 として参

考になることは間違いあるまい。特に21世 紀 は

「太平洋の時代」と期待される中で,ア ジア ・太

平洋の各国が放送 ・通信 ・情報処理の分野で協力

の足がかりをつくった意義は大 きい。

しかも,こ れはアジア地域に限らず,世 界にお

いても同 じことが言えるのではないか。世界コミ

ュニケーション年の目的の一つである通信インフ

ラス トラクチャーの発展は,す べての国の経済発

展にとって不可欠であ り,そ の意味でも先進国と

発展途上国,ま た先進国同士の国際協力も進めて

いかねばならない。日本が外国との相互理解を深

めるには,い ろいろのメデ ィアを活用 して文化や

ものの考え方などの情報交流が必要であることは

論を待たない。

もっと ミ日本"を 知らせ る努力を

ところで現状はどうであろ うか。度 々,ヨ ーロ

ッパの教科書での日本紹介でみられるよう,日 本

が今だに江戸時代や明 治 時 代の風 俗をしていた

り,そ の一方で 「エコノミックアニマル」的表現

で,日 本のなり振 り構わぬ輸出攻勢を批判する論

調が弱まる気配がないのは,相 手国の誤解 といっ

てばか りは 済まされない要 因 があるのである。

今,日 本は情報化社会を迎えたといわれる。 しか

し,そ の情報化社会は日本国内に限られたことで

はなかろうが,と もか く,世 界からの情報は溢れ

かえらんばか りの量である。情報の洪水。日本国

民 もとまどうばか りだが,問 題は日本からの情報

が外国へ流出す る量が極めて少ないことだ。流出

という言葉は,語 弊があるか も知れないが,要 は

日本に関する正確な情報が外国に知られていない

ことだ。

一つの例を紹介しよう。日本に,海 外向け放送

(国際放送)が ある。ところが,こ れを発信する

茨城県にある八俣送信所の出力が極めて弱いので
イ

ある。それに海外中継局もポル トガルのシネスー

ヵ所である。以前から外国の在留邦人が指摘して

いたが,聞 きとりにくいとい うか場所によっては

ほとんど聞き取れないのが現状。在留邦人が 日本

からのニュースが聞けないのも問題だが,外 国語

による海外向け放送が,満 足に相手国に伝わって

いないのも心もとない限 りだ。もっともこれには

番組交換 とい う手 もあるのだが,ア メリカ,ソ 連

など大出力の海外向け継 で自国のPRを してい

ることをみれば,日 本も考え直す時でもある。.折
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りしも自民党通信部会は,海 外 向け放 送の弱体

が,「 外国の日本に対する正しい理解を阻み,貿

易摩擦の誘因にもなっている」として,国 際送信

所の増力,海 外中継局の増設など充実に強化方針

を打ち出し,こ れを受けて郵政省が来年予算に別

ワクで約90億 円の要求を出している。マイナスシ

ー リングという厳 しい財政事情からすれば ,折 衝

は難航が予想される。 しか し,こ うした初歩的な

措置をなおざりにしてきた政府 ・自民党 も事情は

あったにせ よ,日 本PRが 足 りなか った と指摘さ

れても仕方があるまい。今年は世界 コミュニケー

ション年。その意味で絶好のチャンスといってい

い。海外向け放送はこれまでNHKが 一手に引き

受けてきたが,民 間にそ うした意欲があるなら,

大いにその活力を利用すべきだ。

日本の正 しい姿を外国に理解させるためには,

コミュニケーション関連事業と同様に,官 民挙げ

た協力が必要だろ う。この際過去の固定観念にと

らわれるべきでない。時代は刻々変わっていくの

である。

求め られる べ先進国"と しての貢献

日本は 「経済大国」といわれている。国民も中

流意識を持つ人も多くなった。 しか し,そ れに甘

えていいものだろ うか。先進国の一員として,今

こそ世 界に貢 献する時 期が きたのではあるまい

か。それには応分の援助や協力が必要であること

は今さら指摘するまでもない。 「ひとりよが りで

はない日本」を示すためにもまず,「 随 より始め

。 よ」である。今 年 の世 界 コミュニケーション年

は,そ のよい機会と言えまいか。国際会議の開催

等だけでお茶を濁すのでは,日 本が この問題に対

する積極性をみせているだけでは世界には評価さ

れない。 この問題は長い目でみなければならない

とは思 うが,絵 に かいたモチであっては な らな

い。せ っかく日本が主 導 性を発 揮 した問 題であ

る。実行することでその証拠を世界の前に示 して

ほしい。

世 界 コ ミュ ニケ ーシ ョン年推 進体 制
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イ、 イド・レ ト

静止衛星が拓 く新 しい世界
く 通 信 ・放 送 衛 星 機 構 〉

軸

放送衛星2号(BS-2)

ttltjtltllltl.ltl)H.lTrje"

静止軌道衛星の一元的管理

Iv`II」1|1門llllli,IUI'1,ITIi,stMtl.ltlP,

時代はいま,確 かな宇宙未来に向ってしっか り

と歩みはじめている。宇宙開発技術の急速な進歩

は,通 信 と放送に新 しい時代を拓き,そ の申し子

としての人工衛星は,は るかかなたの宇宙タワー

のポジシ ョンを獲得 した。

わが国の実用静止通信衛星は,昭 和52年12月 の

実験用中容量静止通信衛星の打ち上げに始まり,

今日では,完 全な実用段階にまで達 している。今

年春2月 に打ち上げに成功 した通信衛星(CS-

2)さ くら2号 は,新 しい時代の始 まりを強 く宣

言 してみせた出来事だった。

通信 ・放送衛星が実用のものとなり,広 いニー

ズに応えてい く段階になると,安 定 した利用のた

めの技術 ・管理体制が必要になる。静止衛星は,

地球 と同じペースで,ピ ヅタリと一致 して回転 し

なければならない。しかも,姿 勢も正しい一点を

保持 し続けることが求められる。

衛星そのものの打ち上げは,宇 宙開発事業団の

役 目だが,軌 道に乗った後の管理は,そ の衛星を

利用する側の受け持ちになる。例えば,気 象衛星
ミひまわ リ

ミは,事 業団が打ち上げた後,気 象庁

に引 き渡 されてここで管理 ・運用されている。

しか し,多 目的通信衛星のように,利 用者が複

数になる場合,打 ち上げ後の管理を第三者が一元

的に行 う必要が生 じてくる。通信及び放送衛星の

打ち上げ計画が次々に明らかになるにつれて,国

もこの問題の具体的対応策に踏みだ した。すなわ

ち,昭 和54年,第87回 通常国会において ミ通信 ・

放送機構法ミ(昭 和54年6月12日 法律第46号)を

成立させ,こ の法律に基づいて,同 年8月31日,

通信 ・放送衛星機構を発足させた。

同機構は,国 と日本電信電話公社,日 本放送協

会,国 際電信電話株式会社の共同出資によって構

成されてお り,こ のうち国が半額出資 している。
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災害時通信に威力を実証

lltil)tlilllMI,hdtljl'llllllSll.llll

<通 信衛星(CS-2)お よび放送衛星(BS-

2)の 打ち上げ計画の実施に当っては〉有限な資

源である静止軌道及び電波の有効利用,資 金及び

技術の集約化並びに実用衛星の利用者の調整を図

るため,衛 星の管理 ・運用等を一元的かつ効率的

に行 う機関を新設する必要が生じました一 同機

構の案内でも,そ の設立の背景をこのように述べ

ている。

同機構の業務は①通信衛星及び放送衛星を他に

委託 して打ち上げること,② 通信衛星及び放送衛

星の位置,姿 勢等を制御すること,③ 通信衛星及

び放送衛星に搭載された無線設備を用いて,無 線

局を開設する者に利用させることにある。

同機構の斉藤義郎理事長は語っている。

「……通信衛星及び放送衛星の打ち上げ,管 理 ・

運用等に万全を期 し,こ れ らの業務遂行を通 じて

我が国における宇宙通信の発展に貢献 していきた

い」

通信及び放送衛星は,ふ つ う赤道上空36,000キ

ロメー トルの静止軌道上か ら電波の送信を行 う。
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富士山の1万 倍の高さの電波塔か ら広 く通信 ・放

送のサービスができるわけで,そ の通信範囲 もよ

り広域なものになる。

衛星を利用 した通信のもたらす恩恵は,広 い分

野に及ぶ。何 よりも,地 上災害の影響を受け難 く

山間,離 島などの地理的条件に左右 されることが

ないので,遠 距離,広 範囲な地域に均一なサービ

スを行 うことができる。いってみれば,地 上災害

が発生 したときなど,逆 に大きな威力を発揮する

ことになる。この夏の山陰豪雨に よる災害時に,

ズダズダにされた地上通信網の代役として活躍 し

たことは記憶に新 しい。自動車その他の運搬手段

に搭載 した地球局を現場に持ち込むことによって

手軽にかつ手早 く通信手段を確保することができ

る。現在の地球局は,車 載型だが,こ れをヘ リコ

プターその他の機器に搭載させることに よって,

幅広い通信の安定供給を実現することができる。

「通信衛星が実用化されれば,災 害時通信の確保

だけでな く,離 島通信なども格段の向上にな りま

す。現在,す でに小笠原 との通信に通信衛星を利

用 していますが,こ れに よって,小 笠原の住民に

も平等に通信の権利を手渡すことができるように

なっています。放送衛星についていえば,実 用化

段階になれば,難 視聴区域等が一気に解消される

ことにな ります」(佐 々木清光氏 ・郵政省電波管

理局総務課広報係長)

静止軌道衛星の技術開発の進展は,い ま,確 実

な恩恵とともに立ち現われている。技術開発が進

んで,よ り大型の衛星の打ち上げが実現 したとき

には,そ の恩恵の輪 も比例して大きくなる。
tltlltI1"ISItltttll.idllj,1,tlllPlltlltllttllt,、tfi1"・dllt

明 日の コ ミュニケ ー シ ョンの要 に

世界はいま,新 しいコミュニケーシ ョン時代を

迎えて大きく動きはじめている。多くの話題 と課

題を提供 しているニュー ・メデ ィアも,通 信手段

の技術動向によって,そ の行方が大きく左右 され

ることは明らかセある。地上の通信手段でいえば

光ファイバーに代表される多容量ケーブルの開発

であ り,無 線分野にあっては,マ イクロウエーブ

等に変わる長波長通信時代への挑戦である。後者

の代表がいうまでもなく静止軌道衛星だ。

コンピュータを中心としたエレクトロニクスの

将来に とっても,静 止衛星による大容量,広 範囲

通信の出現は,大 きな恩恵をもたら凱 個々のエ

,レ ク 戸 ニクス磯 雛 紗 禰 縫 か苛うだ魏 …
ヤ イ

は,世 界 ・地球規模でのホ ジトワークの成否が大

きなカギになる。ネ ヅトワークづ くりの要になる
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[コイ ンサ イ ド ・レポ ー ト口口

君 津 衛 星 管 制 セ ン タ ー

のが通信技術だとすれば,21世 紀の情報化社会

の一方の主役の座に,衛 星利用による通信が坐

るであろ うことは間違いない。

かつて宇宙は,地球上の人類に とって,お よそ

理解を越えたブラック ・ボ ックスの世界であっ

た。そ してまた,そ れゆえに限 りない夢の絵図

を描くことのできる巨大なキャンパスでもあっ

た。だがいま,宇宙は,少 しずつ人類の側にたぐ

り寄せられつつある。今日では,宇 宙のどこか

に何人かの宇宙飛行士が明日を拓 くための飛躍

を続けている。空間を自由に飛びかって伝わっ

ていく電波は,そ の発射を放任すると大きな混

乱の原因となる。一つの約束ごとに従って,規

律ある利用がなされたとき,電 波は,本 来の優

れた機能を発揮する。また,基 本 目的にそって

十分な管理が行われた とき,経 済性の面におい

ても人間の側に近づいてくる。

技術は,結 局のところ人間を離れて存在する

ことはない。人間に よって拓かれたものが技術

である以上,こ のことは理の当然である。従っ

て,宇 宙にかかわる技術も,十 分な管理と運用

が行われることが何よりも重要といえよう。通

信 ・放送衛星機構の活躍はこれからのことであ

る。具体的に歩み始めたわが国の通信 ・放送衛

星の明日に注目したい。

運 用 室

コ ン ピ ュー タ 室
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ユ 言ユ==ケ ー ション

フェア'S3
3つ の会場(日 本橋三趣 ・逓信総合博 物館 ・電気通信博物館)を

ネッ トワーク して通信メデ ィアの明 日をさ ぐる<7/26～8/7>

婚83 蜜灘 宏 籔 啓

導 潔 尋、イ

XD灘

拶 灘 ぎ
寛蝉 了馳."rer－ ゑ 燕 ・砲座杓笹薄金

繧 藻 寛恕 寮 適熟 練斌溝

膓 碧 く増 堺 群 ぺ ・轟鶏㌣目白

▲ 新 しい 時 代 の コ ミ ュニ ケ ー シ

ョン シ ス テ ム と して 期 待 され

る キ ャプ テ ン シ シ テ ム ▼

<広 がる電気通信ネッ トワーク
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太陽電池の翼を広げたV号 衛星レ

▼宇宙通信ぽ インテル三ツ鵬

＼.、 ＼ ∴ ゾ

耳の不自由な人に福音を届ける文字放送▲治

▼高品位TVの 受信セット

燃騰i
竈

へ 沸
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電 話 も手 軽 に オ ン ライ ン ・ネ ッ トワ ー ク に 芦

▼たくさんの人で騙ったメイン会場

<メ イルの世界にも新しい技術の波が…
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纏、の責寳

米国CATV界 寸描

1.米 国CATV界 の概 観

58年6月 に,日 本経 済新 聞社 主 催 の 米 国CA

TV界 最 新 動 向 視 察 団30名 の コー デ ィネ ー タ と

して 渡 米 した 。 期 間14日,視 察先12ヵ 所 。

米 国CATV界 の 近 況 を概 観 す る と以下 の通

り。

① 米 国 のCATVフ ィー バ ー は79～80年 来 第

2回 目だ が,今 度 は 定 着 し将来 性 も買模 様。

② 多 チ ャ ンネ ル化(30～120ch.),双 方 向 化,

ア ドレサ ブル 方 式 化 は 予 想 以上 に 早 い速 度 で

進 ん で い る。

③MCI(MicrowaveComm皿icationInc)

一 無 線 に よ る特 殊 通 信 事 業 者 が
,CATV局

を 連 続 して 無 線 接 続 し,長 距 離 安 価 電 話 サ ー

ビス を 実 現 す る と大 々的 に 発 表 して い た 。 ま

だFCC申 請 中 だ が,日 本 で も将 来 類 似 の 問

題 は 起 る。

④ 異 種 通 信 メデ ィア の 複 合 接 続,多 重 通信 が

写 真1

ヒ ュー ス トンの全 米

CATV大 会 受 付 風 景

3日 間 で17,000人 が集

ま り,日 本 人 だ け で も,

200人 を 超 え た

ドな

声 掴㌧㌶ 、

し 裡 濠
懇

綴 骸裟

欝欝

良 、 一 晴、
'・一斑 内遵

、

蒜

蓼
ぴ4

き ㌶ 堵乏
嬬
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高 度 化 して い る。

⑤ テ レシ ョ ッピ ン グ,エ レク トロ ニ ックバ ン

キ ン グは まだ 実 験 段階 に す ぎな い 。

⑥ マイ ク ロコ ン ピ ュ ー タをCATV端 末 とす

る各 種 情 報 サ ー ビス の萌 芽 が 見 られ る。

2.全 米CATV大 会(写 真1参 照)

ヒュ ー ス トンで6月12～14日 に 開 か れ た 全 米

CATV大 会 では 約600の ブ ース に400社 が 出

品 展示 。3日 間 の参 加 者 は17,000人,日 本 人 だ

け で200人 強 が参 加 した 。 ハ ー ドウ ェ ア出 品 が

多 か った が前 述MCIの デ モ ン ス トレー シ ョン

と,で きた ば か りの 通 称BabyBell(そ の 後

Be11名 称 使 用 禁 止 でAT&TInforrnation

Serviceと 改 称)がCATV網 で 一 般 端 末 また

は マ イ ク ロコ ン ピ ュー タ端 末 で情 報 処 理 サ ー ビ

ス を 行 う展 示 を して い る の が 目につ い た。

3.ダ ラスのQUBE局

有 名 な先 進 的 双方CATV局 の 代表 格 。9U

BEは4ヵ 所 に あ る が,ダ ラ ス局 は80チ ャネ ル

設 備 を もつ。 そ の うち5チ ャネ ル を ペ イ ・パ ー

・ビ ュ ー用 に充 て て い る 。現 在1世 帯 当 り収 入

平 均 月30ド ル。 これ を将 来45ド ル に も って 行 き

た い,と して い た 。 営業100人 。

4.ア トラン タNorthDekalbe局

(写 真2参 照)

ア トラ ンタ 郊 外 を フ ラ ンチ ャイ ズ 地 区 とす

る。全38,000世 帯 に 対 し14,000加 入 を獲 得 して

い る。54チ ャ ンネ ル 設 備,双 方 向 。基 本的 に は

36チ ャ ンネ ル提 供 で 月9.45ド ル。4個 の通 信衛

星 を 通 じて 番 組 提 供 者(プ ロバ イ ダー)か ら番

組 を 受 け て い る。 ア トラ ン タ市 との 約 束 で,局

内 と市 も5ヵ 所 に 自主 放 送 用 ス タ ジオ を 持 ち,

ぷ'ぐ'藩 ← ぷ

耐 』

き霧

写 真2

ア ト ラ ン タ 郊 外

NorthDekalbe

CATV局 の衛 星 通 信

受 信 用 パ ラボ ラア ンテ

ナ
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年間6週 間のTV製 作講習を行 うことが義務づ

けられている。

5.WTBS(写 真3参 照)

米 国第 二 の古 手 番 組 提 供 者 。特 に24時 間連 続

ニ ュー ス番 組CNN(別 会 社 経 営)と,ニ ュ'一

ス の主 題 だ け を編 集 したHeadLineと い う番

組 が 好評 。500平 方 メ ー トル くらい の ニ ュ'一ス

製 作 ス タ ジオ で,3組 もの ニ ューース番 組 が 同時

進 行 して い る とい う殺 人 的合 理 化 に一 驚 。 衛 星

通 信 用 の 送 信 パ ラボ ラア ンテ ナ を8個 装 備 して

い る。 ア トラ ンタ 。

6.SHOWTIME(ニ ュ_ヨ_ク)

娯楽番組提供会社だが,3大 映画会社と提携

して新社を企画。司法省が独禁法抵触の疑で介

入している。いま米国の番組提供会社は激 しい

競 争 場 裡 に あ り,合 併,吸 収,再 編,陶 汰 が 進

ん で い る 。

7.ModernSattelliteBusiness社

(ニ ュ ー ヨ ー ク)

SATCOM皿 とい う通信衛星のFラ ンス

ポンダ(送受信中継器)1個 を初期に買い切 り,

自社の番組を流す一方,空 き時間を他の番組提

供老に リース提供 している。む しろ一種の回線

再販業者 とした方がよい。CATV界 の多様さ

を示す一例。

いずれにせよ,日 本でも最近CATV事 業の

ソフ トウェア(番 組)の 重要さ,困 難さはよう

や く認識されだ したが,CATVネ ットワーク

がもつ全く新しい伝送網としての機能と,こ れ

を利用する事業機会と,日 本におけるその制約

の開放に着 目する必要があろう。

田中香右(当 協会参与)

写 真3

ア トラ ン タに あ る最 大

の イ ンフ ォメ ー シ ョン

プPバ イ ダ ー の1つ,

WTBSの 別 会 社,24

時 間 ニ ュー ス専 門 のC

NNス タ ジ オ風 景

ー
、罐

㌘

ま

騰獄ぺ
㌧一 輪/

、
1'㎡

撫』 ㌦＼

、
㌧づ 灘蜘

一 ふ、
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会員サロン

新 聞 製 作 シ ス テ ム と

デ ー タバ ン ク ・シス テム

〈 日 本 経 済 新 聞 社〉

日本経済新聞社データバンク局情報調査部長

高 木 洋 祐

昭和42年,日 本経済新聞社は 「経済に関する総

合情報機関」への脱皮をめざす経営方針の一環と

して,大 型コンピュータの導入を決め,事 務処理

の高度化のほかに①コンピュータによる新聞製作

②コンピュータに よる大量データの蓄積と分析 ・

加工による高度利用(デ ータバンクの確立)を φ・

ざすことになった。

当時のコンピュータはやっと"第 三世代"が 登 ・

場したばか りで,ま だ計算機とい う認識が一般的

であった。十万種類をこす活…端 損 う文琴.分 秒

を争 う中での不定型で模擬 植報 版な麟 本の

綱 難 躍 を。ンピ_・ 堆 き蟻 薮 寮ぢ'

のは全く夢のような話であった。むしろコンピュ

ータが最も不得意と思われていた分野への挑戦で

あり,文 字種の少ない欧米にも,前 例となるもの

は見あたらなかった。共同開発に当たらた1MB

のFSD(FederalSystemsDivision)首 脳 が

「ア ポ ロ計 画 よ りむ ず か しい」 と嘆 い た と も伝 え

られ て い る。

E里 霧 中 の 申で 着手 したCTS化(火 と鉛 を使

.う従 来 の活 版 方式HbtTypeSystemに 対 して

コ該 ピ蘂」 タ.を使 う方 式ColdTypeSystemと

∵ 輔 痛 講 綿 第一次システム開発ののち,

楢 Φ艦齢 藪 観 たが法 面移行に}まさらに

波布を真影ている;〔 一 ド,ソ フ トの性能強化と

と;もに,従 業員の教育訓練,職 種転換も大きな課

懸 鯵 ⇔た。

O O O

CTSが 極 め て複 雑 ・高 度 な テキ ス ト ・プ ロセ

ヅシ ン グで あ った の に対 し,デ ータ バ ン ク ・シス

㌧ ～忌



テ ム は コ ン ピ ュー タ が威 力 を 発揮 す る数 値 デ ー タ

の デ ー タ ・プ ロセ ッシ ング と して ス タ ー トした 。

上 場 企 業 の財 務 分 析 を手 作 業 か ら コ ンピ ュ ー タに

移 す こ とに よ っ て分 析 の 幅 と深 み は 飛 躍 的 に 増 大

した し,マ ク ロ経 済 デ ー タバ ン クは エ コ ノ メ ト リ

ックス に よ る分 析 ・予 測 を 可能 に した 。 これ らデ

ー タベ ース は 当 初
,新 聞 紙 面 の質 の 向上 を 目的 と

した が,昭 和45年9月 に はNEEDS(NikkeiEco-

nomicElectronicDatabankSystem)と して磁

気 テ ー プに よ る販 売 を 開 始 した。

47～48年 に は わ が 国 初 の オ ン ライ ン ・タ イ ム シ

ェ ア リン グ に よ る 経 済 デ ー タバ ンク ・サ ー ビス

NEEDS-TSを 開発,マ ク ロ経 済 バ ンク と財

務 ・株 価 デ ー タ を収 録 した総 合 企 業 デ ー タバ ン ク

を 中 核 に,そ の 後,産 業 連 関 分 析,金 融,エ ネ ル

ギ ー,農 林,商 品,地 域,マ ー ケ テ ィン グの 分 野

で つ ぎつ ぎ と新 しい デ ータ バ ン クを 構 築,200万

系 列,数 億 個 の デ ー タを収 録 す るわ が 国 最 大 の数

値 デ ータ ベ ース に成 長 した 。膨 大 な デ ー タ と分 析

加工 ソ フ トウ ェア と計 量 分 析 モ デ ル を擁 す るNE

EDS-TSは 日経 の デ ー タバ ンク ・サ ー ビス の

主 力に な って い る。

これ に 対 して,文 章 情 報 のデ ー タベ ース 化 に つ

い て も早 くか ら研 究 を 進 め て い た が,NEEDS

-IR(lnformationRetrieval)と して と りあ え

ず オ フ ライ ンの サ ー ビスを 始 め た のは53年5月,

電 電 公 社 のDEMOS-Eを 通 じて,全 国 に オ ン

ラ イ ン提 供 が 可 能 に な った の は や っ と56年4月 で

あ る。 カ ナ ・英 数 字 端 末 で 間 に合 う数 値 情 報 サ ー

ビス と異 り,日 本 語文 章 情 報 の オ ン ライ ンサ ー ビ

ス で は漢 字 出 力端 末が 不 可 欠で あ る。 今 で は パ ソ

コ ンや ワー プ ロで の漢 字 処 理 は ご く普 通 の こ とで

あ るが,3400文 字 を一 つ の チ ップに 収 め たROM
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が 開 発 され た のは55年 で あ る。 このROMを 搭 載

した低 価 格 の漢 字 端 末 が 登 場 した こ とに よ り初 め

て,日 本 語 文 章 デ ー タバ ン クの オ ン ライ ン ・サ ー

ビス が 可 能 に な った の で あ る。

NEEDS-IRの オ ン ライ ン ・サ ー ビスは 日

本 経 済 新 聞,日 経 産 業 新 聞,日 経 流通 新聞,化 学

工 業 日報 の4紙 の ほ か,日 経 マ グ ロ ウ ヒル 社 の発

行 す る雑 誌8誌 の記 事 情 報80万 件 を収 録 し,10万

語 を越 す キ ー ワー ドに よ る論 理 検 索 シス テ ム と し

て,急 速 に 利 用 者 を ふ や して い る。

O o o

新聞製作システムとデータバ ンクシステムはそ

れぞれの目的 と機 能を追 及 して拡 大 してきたた

め,両 者の間の有機的な結びつきは必ずしも十分

ではない。数値データバンクから磁気テープ出力

し,こ れをCTSに 入力して,自 動的に新聞掲載

用の数表に組み上げ るシステムができているし,

記事データバンクは新聞製作のファイルを コピー

し,こ れを部分的に再処理することで作 りあげて

いる。ただ,こ れから登場するニューメデ ィアへ

の対応を含めて,新 聞製作システムとデータベー

ス ・システムはより密接な結びつきが必要 となろ

う。CTSは 新聞製作工程の職場環境を改善 し,

省力化 ・効率化を達成 したが,こ れからは単に新

聞製作システムとしてとらえるのでは不十分であ'

る。データバンク ・システムも単にオンライン情

報提供のための独立 したシステムとして考えるベ
ト

きで は な い。 多様 な情 報 メ デ ィア各 種 の サ ブ シ ス

テ ム を有 機 的 に 総 合 化 した トー タル 情 報 シス テ

ム,ト ー タル ・デ ー タベ ー ス ・シス テ ムへ の 脱 皮

が 将 来 の 方 向 では な い か と思 って い る。

会員サロン
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JIPDECだ よ り

一

◇コ ミュニケーシ ョン関係功労団

体として表彰さる

本年は,国 際連合で定めた世界

コミュニケーシ ョン年にあた り,

我が国でもその趣旨に賛同 し,各

種の行事が行われた。さる10月17

目には,東 京 ・ホテルニューオー

タニで世界コミュニケーシ ョン年

中央記念式典が開催され,コ ミュ

ニケーシ ョンの発展に顕著な功績

をあげた功労者 ・団体の表彰が行

われたが,当 協会も,コ ミュニケ

ーシ ョン関係功労団体として中曽

根総理大臣 より表彰を受けた。

◇海外実態鯛査の実施

海外における情報処理の実態を

調査するため,次 のそれぞれのテ

ーマについて,米 国及び欧州に調

査員を派遣し,政 府機関,ニ ュー

メディア関連企業,デ ータ通信サ

ービス企業,デ ータベース ・プロ

デューサー等を訪問 し,調 査を実

施した。

・米国:最 新情報処理関連技術

動向と高度利用形態の

実態

(10月9日 ～10月22日)

・欧州:情 報処理及び情報処理

産業の実態

(10月25日 ～11月5日)

◇情報処理に関するシンポジウム

の開催

(札幌),(東 京)
"情報処理に関するシンポジウ

ム"の 本年度第1回 を,「 ニューー

メディアがもたらす大いなる可能

性」をテーマに,札 幌において次

の通 り開催した。

目時 昭和58年11月7日(月)

13時～16時30分

会場 北海道経済センター3階

特別会議室A

内容及び講師

・ 「ニューメディアの中の

キャプテン」

柏木輝彦氏

(キャプテンシステム

開発研究所理事長)

・「ニューメディア」

中山隆夫

(当協会常務理事)

参加者75名

また,第2回 として 「オンライ

ン回線の最適選択とコス トパフォ

ーマンス」をテーマに東京で開催

した。

日 時 昭和58年11月29日(火),

30日(水)

会 場 働日本情報処理開発協会

情報処理研修センター

第5教 室

内容及び講師

第1日 ・データ通信回線の利用

現況と料金体系

小松清吾氏

(電電公社営業局回線

課長)

・コンピュータ ・グラフ

ィックスによる最適回

線の判定 ・選択,ネ ッ

トワーク構築

田中香右(当協会参与)

・分岐,多 重化,混 合使

用など回線 コス トパフ

ォーマンス向上原理

西海靖司

(㈱テクノオフィス技

術 顧 問)

第4日 ・デ ー タ通 信 のた め の新

しい デ ー タ 回線 サ ー ビ

ス

吉野公治

(電電公社営業局専門

調査役)

・コンピュータ ・グラフ

ィックスに よる業種別

・安全性対策 ・信頼性

対策実施状況

田中香右(当協会参与)

・パネルディスカッショ

ン

最 適 回 線選 択,ネ ッ ト

ワ ー ク構 築 と コス トパ

フ ォ ー マ ン ス

司 会 野垣内 章

(近鉄航空貨物㈱専務

取締役)

パネラー 吉野公治

(電電公社営業局専門

調査役)

長尾篤志

(旭化成工業㈱ コンピ

ュータ室主任)

冨田 潔

(味の素㈱情報システ

ム部副部長)

参加者45名

◇ 「'83年版コンピュータ白書」発

行

わが国の情報処理及び清報処理

産業の実情と将来の動向を幅広 く

紹介する1983年 版 「コンピュ・一夕

白書」が発行され,一 般書店及び

コンピュータ ・エージ社を通 じて

発売されている。 一
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コンピュ■・67自書,83

1ニ ュ ー メ デ ィ ア の 実 現 へ1

(財)日本情報処理開発協会 編

わが 国のコンピュー タ産 業 の現状 、政 府 の施 策 、

技術動向、利用技術を網羅 ・集成 した新年度版。

特 集 にニ ュー メデ ィア 、 ソフ トウ ェア 流通 、コ

ンピュー タ技術の将来予測 を取 りあげタイム リ

ー な解説 を加 えます。各種資料、統計 を収録 し

てお届けする最新版。

垣 主な内容 1
第1部 総 論

●hが 国に おけ る コ ンビ ュー・一タ実動

状 況

● わ が川の コンピ ュー タ政 策

● わ が州政 的機 関 お よび地 ノ∫公共団

体 におけ るコン ピ ュー タ`IUI}状 況

● コンピ ュー タ利川状 況;凋査

第2部 特 集

● ニ ュー メデ ィアの 実現 へ

● ソ フ トウ ェア 流通

● コ ンピ ュー タ技 術 の将 来予 測

第3部 政 策

● わが 固の コ ンピ ュー タ産 業政 策お

よ び情 報 処理 産 業政 策

● わが 国の情 報 通信 政 策

●行 政 にお け るコ ンピ ュー タ利用 と

政 策

第4部 情 報産 業 およ び情 報 通信 事

婁 の現 状動 向

● わが 国の コ ンピ ュー タ産業

● わが国 の情 報処 理 派 業

B5判330ペ ー ジ

発 売

● わが 国の情 報通 信 事業

第5部 コンピ ュー タ利 用 の現状

(通 産省 調査 よ り)

● わが国 の コン ピュー タ実 動状 況

● コン ピ ュー タ利 用状況 調 査i

● オン ライ ン化調 査

第6部 コンピ ュー タをめ ぐる周辺

の 動 向

● ロー カ ルエ リア ・ネットワー クの 動

向

● 双方向CA'rvの 動 向

●通{n衛 星の動 向

● コンピュータ ・グラフ ィ ックの動 向

第7部 資料 編

● 金融機 関に おけ る技 術革 新の進 展

の現況 と今 後の あ り方

●世 界コ ミュニケー シ ョン年の 概要

第8部 コンピ ュー タ利用 状況 お よ

びオ ン ライン化 調査 集計 表

● コ ンピ ュー タ利 用状 況胴 査

●オ ンラ イン化調 査

定 価4.500円(送 料300円)

(株)コ ン ピ ュー タ・エ ー ジ社

廿(03)581-5201

編集後記

◇世界 コミュニケーション年にち

なんで開催された〈アジア ・フォ

ーラム〉と<COMCON>を 取

材 してみてアジア ・太平洋地域の

各国が,わ が国に寄せ る期待の大

きさを感 じました。アジア ・フォ

ーラムのあと発表された 「提言」

でもわが国の積極的な役割を求め

ているようです。

◇通信,放 送で静止衛星を利用す

る最大のメリットは地理的,気 象

的条件に影響 されず均質なサービ

スが可能なこと。つまり,わ が国

の国内だけでなく近隣諸国にもサ

ービスが提供できるとい うわけで

す。衛星を打ち上げ られるのはア

ジア太平地域では,い まのところ

わが国だけ。それだけに,わ が国

の動向にアジアの各国が注 目して

います。

◇アメ リカのCATVは 多チャン

ネル化,双 方向化の傾向にある一

方,早 くもペイテレビの番組提供

業者プロバイダー間の競争が激化

しているとい うことです。それが

本当に利用者のサービスにつなが

るのかどうか,答 は間もな く出る

で しょう。
●

昭和58年12月 発行

」IPDECジ ャー ナルNo.55
◎1983

財団法人 日本情報処理開発協会

東京都港区芝公園3丁 目5番8号 機械振興会館内

郵便番号105電 話03(434)8211(大 代表)内 線535

※本誌送付宛先の変更等については当協会普及躁(03-434-8211内 線535)ま で宛名ラペJL下 のコー ド
Nぴとともにご連絡下さい。
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高信頼化技法 20

A.
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HM832
マ イ ク ロ ・プ ロセ ッサ

シス テ ム設 計
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科
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TN831 数値解析 20 59.L17～59.3.14 7,000
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●昼 間 コー ス の研 修 時 間/9:30～16:30 ●夜 間 コ ース の研 修 時 間/18:00～20:30

ll『 情報処理研修センター
財団法人 日本情報処理開発協会

〒105

東京都港 区浜松町2-4-1

世 界貿易 セ ンター ピル7F

電 話03(435)6506～7・6509～10
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UIP旺 £ 報 告 書 ・資 料

題 名

57-ROO2

ヨーロ ッパの情報戦略

57-ROO3

0A化 の新 しい波

一ア メ リカの現状 と今 後の展望 一

57-ROO4

オンライ ン需要調査報告書

57-ROO5

飛躍す る日本の情報化

57-ROO6

第二次 回線開放の評価 と今後の課題

57-RO12

情報環境 の進展が及ぼす社会構造への影響 と

望 ましい情報 メデ ィアに関す る研 究報告書

57-SOO1

マ ン ・マ シー ン ・ユーザ ・インタフェイスに関す る

調査研究報告書

57-SOO2

コンピュー タ ・システムのセキュ リテ ィに関す る

調査研 究報告書

57-SOO3

コンピュー タ ・システムのセキュ リテ ィに関す る

調査研究海 外調査 報告書

資料1983年 版 コンピュー タ利用状況調査集計結果

資料OAの 社会的影響に関す る調査研究

一調査研究へのアプローチー

*世 界 コ ン ピ ュ ー タ年 鑑'83

*コ ン ピ ュ ー タ 白書'83

頒 布 価 格

般 会 員
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な お*印 の も の は㈱ コ ン ピ ュ 一一タ ・エ ー ジ 社zro3C581)5201で お 取 扱 い し て お り ま す 。
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